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１．事業概要
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① 給　水

人

人

千 ／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

計 画 給 水 人 口  52,970 (令和12年)

現 在 給 水 人 口 60,470 (令和 1年)法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

／日

　　　別紙２参照
　　　平成6年度では51名であった職員数が、平成30年度では22名と体制はスリム化しているが、職員の高齢化が顕著です。

これまでの主な経営健全化の取組

　　　平成22年度より、唐戸浄水場及び西部浄水場の夜間及び休日の運転管理業務を外部委託しています。

　　　別紙「経営比較分析表」参照
　　　老朽化の状況から、施設・管路の老朽化が進んでいる事が判ります。
　　　今後施設・管路の更新に伴う事業費の増大により、企業債残高対給水収益比率も今以上に高くなることが予想されるため、事業運営の効率化、料金改定の検討
　　　が必要です。

昭和 57 年 4 月 1 日料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

配水池設置数

2

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 32,600

323

千ｍ

施 設 利 用 率 52

施 設 数

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

中　間　市

水　道　事　業

計 画 期 間 ：

5

～

管 路 延 長

1,452

供 用 開 始 年 月 日 昭和 8 年 2 月 19 日

水 源

中間市水道事業事業経営戦略

事業の現況

　水道料金は、給水装置の用途による基本料金、使用料に応じた超過料金、量水器の使用料金の合計となっています。
　料金表・・・別紙1参照

策 定 日 ：

年度

浄水場設置数

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

給水人口の予測

　　給水人口の減少に伴い、水需要は減少傾向が続くと見込まれます。
　　日最大給水量の予測値が一時的に実績値より多くなっているのは、予測において負荷率を過去10年間の最低値にて予測しているためです。

水需要の予測

    平成30年度に実施した、基本計画においては、10年間で約5,000人の減少が予測されています。

料金収入の見通し

    需要予測で算出した有収水量に供給単価を乗じて算出しています。
　　昭和57年以来、料金改定をしていないため、給水人口、需要水量の減少に比例して減少しています。
　　給水人口、需要水量の減少に伴い、10年後の料金収入は平成30年度の約90％と予測されています。今後、大規模な施設・管路の更新事業を行っていくための
　　財源確保に段階的な料金改定が必要です。

    職員の増員が難しい中、今後外部委託範囲の拡大等を含め、ますますの事業運営・維持管理の効率化が必要です。
　　また、職員の高齢化が顕著であるため、技術の伝承対策が急がれます。
　　広域連携による技術協力の活用も検討します。

組織の見通し

実績値

予測値

実績日最大給水量

実績日平均給水量

予測日最大給水量
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予測値
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

  　施設・管路の大規模更新に伴い、修繕費は削減できる見込みです。
　　施設・管路の大規模更新に伴い、ダウンサイジング・スペックダウンの検討を行い、動力費の削減を図ります。

    安定した水の供給
　　安全でおいしい水の供給
　　合理的で高度な維持管理
　　経営基盤の強化　　　　　　　　　　　（中間市水道ビジョンより）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

    水道水の安定供給のため、老朽化施設・管路の更新を急ぎます。

目 標

企業債・国庫補助金の活用により、財源及び内部留保資金を確保します。

②　収支計画のうち財源についての説明

    １．西部浄水場の更新（新設）　R5～R8　　　　　　　　　　　　　3,900百万円
　　２．唐戸浄水場改修　R5～R14　　　　　　　　　　　　　　　　　　   830百万円
　　３．西部浄水場に唐戸浄水場分の機能増設　R11～R14     4,600百万円
　　４．管路の経年化率改善　R4～                                      500百万円/年

　　投資財政計画については、段階的な料金改定を見込んでいます。

    企業債・国庫補助金の他、適切な水道料金について詳細な検討を行い、段階的に料金改定を行います。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

    今後10年間は経営戦略に沿って事業を展開していきます。
　　広域化等への転換等、大幅な計画変更があれば、経営戦略の改定等を含め、その都度見直しを行います。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　西部浄水場及び唐戸浄水場の更新に伴い、ダウンサイジングの検討を行います。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　西部浄水場及び唐戸浄水場の更新に伴い、スペックダウンの検討を行います。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 　該当ありません。

　給水収益対企業債残高が400％を超えている状況ですが、財源としては必要不可欠であるため、国庫補助金や
　県交付金等の活用により、起債額の低減に努める。

　該当ありません。

　令和３年度より、近隣事業者と広域化の可能性の有無を検討する協議を開始する予定です。
　協議内容次第では、広域化に向けてシフトチェンジする検討を進めます。

広 域 化

　大規模改修に伴う財源確保の一環として、段階的な料金改定を予定しています。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　該当ありません。

そ の 他 の 取 組 　国庫補助金の有効活用を検討します。

企 業 債

繰 入 金

　該当ありません。

　施設台帳を整備中です。
　早急にアセットマネジメントまで展開させ、更新需要を的確に把握し、事業費・事業量の平準化を図ります。



別紙　2
組織体制

課長

職員数・年齢構成

51歳
～60歳
41歳
～50歳
31歳
～40歳

高齢化の状況（40歳以上の職員の比率）

・技術系職員 93%

・事務系職員 57%

環境上下水道部

下水道課

環境保全課

営業係
（3名）

上水道課
（22名）

管理係
（3名）

遠賀営業所
（2名）

施設係
（3名）

給水係
（4名）

唐戸浄水場
（3名）

西部浄水場
（3名）

内技術系職員
15名

営業係 管理係 遠賀営業所 給水係 唐戸浄水場施設係 西部浄水場

61歳～

～30歳

- 1 - - 1 1 2

-

- 1 - 2 3 - 1

1 - 2 - - 2

合計 3 3 2 3

1 - - -

1 1 - 1

4 3 3

合計

5

5

7

3

1

21

-

- - -

- -



別紙　1
水道料金の算定方法

水道料金　＝　基本料金　＋　超過料金　＋　量水器使用料

１．水道使用分（税抜き）

水量 金額
11立法ﾒｰﾄﾙ 21立法ﾒｰﾄﾙ
から から 31立法ﾒｰﾄﾙ
20立法ﾒｰﾄﾙ 30立法ﾒｰﾄﾙ 以上
まで まで

145 円 205 円 280 円

２．量水器使用分（税抜き）

50 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 500 円
75 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 750 円
100 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 1,000 円

20 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 50 円
25 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 80 円
40 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 300 円

臨時用

共用

口径 月額使用料
13 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 40 円

1戸1ケ月
10立法ﾒｰﾄﾙ
まで

600 円

280 円

90 円

工事用
その他

10立法ﾒｰﾄﾙ
まで

3,500 円 400 円

家事用

超過料金
1立法ﾒｰﾄﾙにつき

1戸1ケ月
100立法ﾒｰﾄ

ﾙ
湯屋用 6,000 円 90 円

家事用
1戸1ケ月
10立法ﾒｰﾄﾙ
まで

770 円

専用

給水装置
種別

用途
基本料金

学校用
1校1ケ月
50立法ﾒｰﾄﾙ
まで

4,000 円





様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分
令和1年度
（ 決 算 ）

令和2年度
（決算見込）

１． (A) 852,731 840,400 837,604 1,098,497 1,089,080 1,082,927 1,071,049 1,062,362 1,204,128 1,198,023 1,185,827 1,177,180
(1) 831,102 818,523 815,492 1,076,385 1,066,968 1,060,814 1,048,937 1,040,250 1,182,016 1,175,910 1,163,715 1,155,068
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 21,629 21,877 22,112 22,112 22,112 22,113 22,112 22,112 22,112 22,113 22,112 22,112
２． 146,639 147,950 141,405 141,859 142,315 142,774 143,235 143,698 187,507 187,975 188,445 153,700
(1) 1,272 2,020 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,272 2,020 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 89,996 90,445 90,897 91,351 91,807 92,266 92,727 93,190 136,999 137,467 137,937 103,192
(3) 55,371 55,485 50,508 50,508 50,508 50,508 50,508 50,508 50,508 50,508 50,508 50,508

(C) 999,370 988,350 979,009 1,240,356 1,231,395 1,225,701 1,214,284 1,206,060 1,391,635 1,385,998 1,374,272 1,330,880
１． 838,149 824,575 815,387 814,368 800,694 797,868 798,895 799,771 1,097,572 1,016,507 1,022,123 1,027,181
(1) 126,469 126,469 126,469 126,469 126,469 126,469 126,469 126,469 126,469 126,469 126,469 126,469

72,870 72,870 72,870 72,870 72,870 72,870 72,870 72,870 72,870 72,870 72,870 72,870
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

53,599 53,599 53,599 53,599 53,599 53,599 53,599 53,599 53,599 53,599 53,599 53,599
(2) 362,548 353,095 346,624 345,879 345,140 344,657 343,725 343,043 427,069 341,653 340,821 340,231

53,924 53,977 53,154 52,690 52,229 51,927 51,346 50,921 50,313 50,053 49,534 49,166
6,912 12,346 12,346 12,346 12,346 12,346 12,346 12,346 12,346 12,346 12,346 12,346
407 407 407 407 407 407 407 407 407 407 407 407

301,305 286,365 280,717 280,436 280,158 279,977 279,626 279,369 364,003 278,847 278,534 278,312
(3) 349,132 345,011 342,294 342,020 329,085 326,742 328,701 330,259 544,034 548,385 554,833 560,481
２． 91,645 87,955 84,520 81,581 78,600 80,973 83,453 86,081 88,821 86,358 84,005 87,143
(1) 68,216 64,937 61,502 58,562 55,581 57,954 60,434 63,062 65,803 63,339 60,986 64,125
(2) 23,429 23,018 23,018 23,019 23,019 23,019 23,019 23,019 23,018 23,019 23,019 23,018

(D) 929,794 912,530 899,907 895,949 879,294 878,841 882,348 885,852 1,186,393 1,102,865 1,106,128 1,114,324
(E) 69,576 75,820 79,102 344,407 352,101 346,860 331,936 320,208 205,242 283,133 268,144 216,556
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 153 127 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) △ 153 △ 127 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

69,423 75,693 79,102 344,407 352,101 346,860 331,936 320,208 205,242 283,133 268,144 216,556
(I) 1,510,079 1,512,674 1,132,302 709,589 1,008,655 1,057,322 1,094,602 1,120,214 1,532,725 1,110,411 1,436,399 1,535,377
(J) 1,777,517 1,740,198 1,573,813 1,410,631 1,492,198 1,559,031 1,607,456 1,642,290 1,818,064 1,729,953 1,851,262 1,939,987

72,649 84,829
(K) 384,944 442,873 418,713 434,598 445,041 452,188 456,295 464,277 464,455 532,362 566,510 622,226

229,081 237,476 246,302 255,646 261,789 265,993 268,409 273,104 273,209 313,154 333,241 366,015
0 0

63,340 124,697
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 852,731 840,400 837,604 1,098,497 1,089,080 1,082,927 1,071,049 1,062,362 1,204,128 1,198,023 1,185,827 1,177,180

(N)

(O)

(P)

そ の 他 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入

受 託 工 事 収 益
そ の 他
営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金

令和9年度 令和10年度 令和11年度

営 業 収 益
料 金 収 入

本年度
令和3年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

収

益

的

収

入

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

そ の 他

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

そ の 他

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

(A)-(B)

令和12年度

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益



様式第2号(法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画
（単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分
令和1年度
（ 決 算 ）

令和2年度
（決算見込）

１． 200,000 200,000 300,000 300,000 1,191,041 1,191,041 1,191,041 1,191,041 300,000 300,000 1,218,850 1,218,850

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 185,238 185,238 185,238 185,238 0 0 218,713 218,713

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 5,401 5,401 5,401 5,401 5,401 5,401 5,401 5,401 5,401 5,401 5,401 5,401

９． 25,890 26,490 26,490 26,490 26,489 26,489 26,489 26,489 26,490 26,490 26,489 26,489

(A) 231,291 231,891 331,891 331,891 1,408,169 1,408,169 1,408,169 1,408,169 331,891 331,891 1,469,453 1,469,453

(B)

(C) 231,291 231,891 331,891 331,891 1,408,169 1,408,169 1,408,169 1,408,169 331,891 331,891 1,469,453 1,469,453

１． 390,580 401,039 603,389 853,389 1,679,667 1,679,667 1,679,667 1,679,667 603,389 853,389 1,740,952 1,740,952

30,299 30,299 30,299 30,299 30,299 30,299 30,299 30,299 30,299 30,299 30,299 30,299

２． 221,141 229,081 237,476 246,302 255,646 261,789 265,993 268,409 273,104 273,209 313,154 333,241

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 728 5,434 5,435 5,435 5,435 5,436 5,435 5,436 5,435 5,436 5,434 5,434

(D) 612,449 635,554 846,300 1,105,126 1,940,748 1,946,892 1,951,095 1,953,512 881,928 1,132,034 2,059,540 2,079,627

(E) 381,158 403,663 514,409 773,235 532,579 538,723 542,926 545,343 550,037 800,143 590,087 610,174

１． 347,682 367,114 266,397 265,669 252,278 249,476 250,974 252,069 507,035 425,919 431,897 472,290

２． 0 36,549 248,012 507,566 280,301 289,247 291,952 293,274 43,002 374,224 158,190 137,884

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 33,476 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 381,158 403,663 514,409 773,235 532,579 538,723 542,926 545,343 550,037 800,143 590,087 610,174

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 4,142,385 4,113,305 4,175,829 4,229,528 5,164,923 6,094,174 7,019,222 7,941,853 7,968,749 7,995,540 8,901,236 9,786,845

○他会計繰入金 （単位：千円） （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分
令和1年度
（ 決 算 ）

令和2年度
（決算見込）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

収 益 的 収 支 分

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

計

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

資

本

的

収

入

そ の 他

そ の 他

他 会 計 出 資 金

令和12年度

他 会 計 補 助 金

令和9年度

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

本年度
令和3年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度

令和12年度令和11年度令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和4年度 令和5年度
本年度
令和3年度

令和10年度 令和11年度令和8年度令和7年度


